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ま
へ

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
当社グループは、2022年9月30日をもって第81
期事業年度（2023年3月期）の第2四半期を終了
しましたので、その業績の概況をご報告申しあげ
ます。
当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、
新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和
され、個人消費が持ち直すなど経済活動正常化に
向けた動きが見られました。また、2050年のカー
ボンニュートラルに向けた政府の成長戦略を受け、
企業の設備投資には持ち直しの動きが続くことが
期待されます。
一方で、世界的なインフレの進行やサプライチェーン
の制約に伴う自動車生産の停滞に加え、エネルギー・
資源価格の高止まりや急速な円安の進行などによる
物価上昇により、景気を下押しするリスクも顕在化し
てまいりました。
このような事業環境のもと、当社グループは業績
確保に向けた受注活動を展開しました。
その結果、国内鉄鋼向け能力増強・燃料転換改造
工事や半導体関連の機能材熱処理炉、日系企業の
海外工場向け熱処理炉増産投資などの成約を得て、
受注高は前年同期比127.5%の13,546百万円と増
加しました。
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売上面につきましては、鉄鋼向け加熱炉改造工事
や機械部品熱処理炉、北米向け粗材熱処理炉などの
工事が進捗し、売上高は前年同期比97.5%の9,585
百万円となりました。
利益面につきましては、売上高が低水準に留まっ
たことから、営業損失692百万円(前年同期は321
百万円の損失)、経常損失566百万円(前年同期は
195百万円の損失)、親会社株主に帰属する四半期
純損失272百万円(前年同期は255百万円の損失)と
なりました。
下半期においては見込んでおります売上を着実に
積み上げるとともに、原価率の改善等で通期業績達
成に向けスピードを上げて取り組む所存です。あわ
せて当社設定の脱炭素目標についても達成に向け
さらに邁進いたします。
株主のみなさまにおか
れましては、今後ともなお
一層のご理解とご支援を
賜りますようお願い申し
あげます。

2022年12月 代表取締役社長
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前年
同期比
127%

97%

－

－

－

業
績
と
通
期
予
想
の
概
要

年度別
項目

2021年度
第２四半期

受注高 10,626

売上高 9,834

営業利益 △321

経常利益 △195
親会社に帰属する�
四半期純利益 △255

2022年度
第２四半期
13,546

9,585

△692

△566

△272

2022年度
予想
37,500

32,500

1,450

1,550

1,100

（単位：百万円）
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説明動画がご覧いただけます
4～13ページの内容につきましては、中外炉工業Webサイトにて当社
社長による説明動画がご視聴になれます。

https://webcast.net-ir.ne.jp/19642211/index.html
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（単位：百万円）
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売上高 営業利益 受注残高

約21億円

約230億円

•	2022年9月末受注残高は241億円と前年同期比53億円増加
•	鉄鋼向け加熱炉や機械部品·半導体部材熱処理炉など大型案件等の
売上高約230億円を見込む
•	原価率の改善、労務費·経費等の固定費の占める割合も減少し、営業
利益は約21億円で通期業績達成を見込む

2022年度下期の業績予想

受注残高・売上高・営業利益の推移
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（単位：百万円）

2022年度 第1四半期 第２四半期 累計

売上高 3,692 5,893 9,585

売上原価 3,347 4,751 8,098

販管費 1,078 1,101 2,179

営業利益 △733 41 △692

（単位：百万円）

2021年度
第２四半期

△321
△44

△219

△108 △692

利益率の
低下

減収の
影響

販管費の
増加

営業利益の変動要因

2022年度
第２四半期

•	第1四半期売上高は大型案件なく、前年同期比△18％の36億円
•	第２四半期売上高は前年同期比＋11％も、第２四半期累計売上高は前
年同期比△3％の95億円に留まる
•	原材料高や労務費·経費等の固定費増加をカバーできず営業利益は
△3.7億円減少の△6.9億円

2022年度上期の営業利益変動要因
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債
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産
の
状
況

増減

△2,810

△2,166

△644

△104

△38

△500

科目 2022/3

資産合計 38,141

流動資産 27,271

固定資産 10,870

有形固定資産 4,182

無形固定資産 363

投資その他の資産 6,323

2022/9

35,330

25,104

10,225

4,078

324

5,822

■資産の部要旨� （単位：百万円）

増減

△1,594

△1,493

△101

科目 2022/3

負債合計 14,929

流動負債 12,449

固定負債 2,480

2022/9

13,334

10,955

2,379

■負債·純資産の部要旨� （単位：百万円）

増減

△1,215

△960

△254

△0

科目 2022/3

純資産合計 23,211

株主資本 20,545

その他の包括利益累計額 2,522

非支配株主持分 143

2022/9

21,995

19,585

2,268

142

増減

＋1.4

＋1.3

2022/3

自己資本比率 60.5

借入金依存度 10.5

2022/9

61.9

11.8

■自己資本比率·借入金依存度� （単位：％）

現預金、売掛金等の減少により総資産は減少。
配当金支払い等により純資産は減少するも、財務指標は健全性を維持。
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当社は特にサプライチェーン排出量の中でも「当社の
製品の使用」の部分が大きいことから、当社基準による
2050年に向けた脱炭素目標を設定することとしました。
2022年度第2四半期の当社納入設備のCO2削減貢献
量は2.1万トンと、計画に対し順調に推移しました。この
結果、国内における製造工業の能力指数・稼働率指数を
加味した2013年度からの累計削減量は205万トンとな
り、削減割合は17％です。この水準は、2026年度目標
をほぼ達成したことになります。

■中外炉工業の脱炭素目標

３
つ
の
重
要
戦
略
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
中
心
に
新
市
場
の
創
出
」

基準年

2030年度目標
2013年度比
CO2排出量20％削減

●既存製品でのCO2削減量は2050年で、
▲20％程度。
●2030年以降に拡大が予想される
「アンモニア火力発電(混焼➡専焼)」、
「水素還元製鉄」が大きな割合を占める。

2026年度目標
2013年度比CO2排出量
17％削減

低炭素製品（省エネ製品）

2013年基準で
当社 工業炉製品からのCO2
排出量1,200万トン/年

残CO2排出量 水素還元製鉄 アンモニア 水素 低炭素 電化 その他アンモニア燃焼火力発電

CO
2排
出
量（
万
ト
ン
/年
）

基準年

2030年度目標
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CO2排出量20％削減
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2013年基準で
当社 工業炉製品からのCO2
排出量1,200万トン/年

残CO2排出量 水素還元製鉄 アンモニア 水素 低炭素 電化 その他アンモニア燃焼火力発電

CO
2排
出
量（
万
ト
ン
/年
）
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■当社の稼働中の製品から排出されるCO2量
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脱炭素·省エネルギー技術への 
開発取り組みを強化

今後、脱炭素・省エネルギー技術に対するニーズはより一層高
まることが確実視される中、当社も脱炭素社会への貢献に向け、
様々な開発取り組みを行っています。政府、団体、企業の指針や
インフラ整備の推移など外部環境の潮流を捉えるマーケティン
グ活動と技術開発の連動によって、中長期的な開発を強化して
います。

１.	 	革新的NH3燃焼による脱炭素工業炉の開発
●	期 間：2021年5月～2年間（NEDO）
●	共同研究先：大阪大、東京大
●	研究内容：NH3燃焼式RT、RCBバーナ
●	試験炉でアンモニア専焼バーナのテストを
実施中

２.		CO2フリーNH3火力発電所での利用	
拡大への研究開発

●期 間：2021年6月～3年間（NEDO）
●共同研究先：電源開発、電中研、大阪大、産総研
●研究内容：火力発電向け大容量NH3バーナ
●	試験炉でアンモニア専焼バーナのテストを実施中

３.	水素バーナ適用を拡大し、CO2削減
●	ガス浸炭炉に適用するラジアントチューブ型水素
燃焼実証炉を2022年4月に堺事業所に設置。多数
のお客さまが実証炉の視察のために来所されてい
ます。

４.	高出力ヒータによる「電化」の推進
●	主力のガス焚き式熱処理炉に代わり、新開
発の高出力ヒータを搭載したバッチ式ガス
浸炭炉の試験炉を2022年5月に設置。IoT
管理システム（C

シーアールイズム

Rism®）も搭載し、お客さま
からの受託試験を実施中。

火炉

石炭
石炭
NH3

３
つ
の
重
要
戦
略
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
中
心
に
新
市
場
の
創
出
」
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半導体関連の熱処理設備や 
火炎内処理設備を相次ぎ受注

成長が見込める半導体業界の新規顧客を開拓し、半導体関連
治具のカーボン用高温焼成炉や、ファインセラミックス用ホット
プレス、FPD用装置技術を応用したICパッケージ用クリーンオー
ブンなどを提案し、多数の成約を得ることができました。
また、純酸素燃焼バーナの高温火炎を利用した火炎内処理
設備	 I

イ ン フ ラ ッ ツ

NFLAZ®は、粉体の球状化や噴霧焼成を対象に製品の
歩留まり・品質向上につながるため、電子部品・半導体材料向
け熱処理設備として実績を積み重ねております。
当社は、さらに人員を増強し、旺盛な需要に対応していく考え
です。

電子部品材料の高温・高圧焼成「ホットプレス」

火炎内処理設備「INFLAZ®」

３
つ
の
重
要
戦
略
「
既
存
商
品
の
ニ
ー
ズ
適
合
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
で
拡
販
と
利
益
向
上
」
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設計支援システムの刷新で 
飛躍的な生産性の向上を目指す

2022年4月に「業務改革推進室」を新設し、エンジニアリング
会社として最も重要な設計業務の支援システムの開発を進めてお
ります。過去の膨大な製品及び技術資料の整理とその仕組みを
整備しながら、Step１で部品手配支援システムを開発・導入し、
設計の標準化、モジュール化を推進。Step２で生産部門にまたが
る手配業務の電子化を実現し、飛躍的な生産性向上を図ります。
本システムの運用により、中期経営計画の指標「一人当たりの
営業利益の拡大」を着実に進めてまいります。

名称 項 目 内 容 2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

Step1 部品手配支援
システム

E-BOM(設計部品
表)の最適化

Step2 手配業務の
電子化

M-BOM(製造部品
表)の社内共有化

新設計支援システムの開発・導入スケジュール

新設計支援システムの導入イメージと期待される効果

基本設計 詳細設計 出図 調達 生産 出荷・販売 保守

E-BOM
（設計部品表）

M-BOM
（製造部品表）連携

営業部門 設計部門 調達部門 製造部門

テスト・運用

テスト
・運用

要件定義
・開発

要件定義
・開発

●見積設計時に標準
設計ルールに従っ
た仕様を提示

●共通品設計と個別
設計範囲が明確に
なりお客さまとの
価格交渉が迅速化

●情報の見える
化と一元管理

●技術伝承、情
報検索の時間
短縮

●検討、作図工
数の削減

●納期管理精度
の向上

●一括購入によ
るコスト削減

●納期調整工数
の削減

●書類作成、構造理
解など製造基準工
数の削減

●図面精度が向上
し、手直し、ムダ
工数の削減

３
つ
の
重
要
戦
略
「
働
き
が
い
の
あ
る
職
場
作
り
」
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当社グループ国内子会社の 
組織再編について

当社は、次の組織再編を2023年4月1日付で実施し、グループ全
体の生産性向上を目指します。
●	中外エンジニアリング、中外プラント、シーアールの国内子会社3
社を中外プラントを存続会社として、他2社を吸収合併すること
により、事業を集約し、重復業務の削減等、合理化を図ります。
●	同時に、中外エンジニアリングの取扱商品は、中外炉工業本体
に移管し、環境保全設備の新商品開発や既存商品のブラッシュ
アップを図ります。

※	2023年4月1日以降
の環境保全設備の
営業窓口は当社営業
部門となります。

商号 中外プラント株式会社（仮称）

本社所在地 堺市西区築港新町2丁4番

事業内容 工業炉等の技術サービス、人材派遣業、損害保険代理店業、リース業

資本金 50百万円

従業員数 179名  ※合併前3社の単純合計。実際はグループ間の人事異動等で変動

株主 中外炉工業100%

中外エンジニアリング 中外プラント シーアール

代表者 藤田　和久 城月　照憲 根来　茂樹

事業内容

資本金 20百万円 10百万円 20百万円
設立年月 1992年4月 1999年8月 1959年5月
従業員数 60名 87名 32名
株主 中外炉工業100% 中外炉工業100% 中外炉工業100%

合併会社の概要

合併前の国内子会社３社概要

環境保全設備、燃焼設
備等の設計・製作・販
売・技術サービス

工業炉等の技術サー
ビス・人材派遣業

損害保険代理業・
リース業・人材派遣
業

３
つ
の
重
要
戦
略
「
働
き
が
い
の
あ
る
職
場
作
り
」
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株
式
の
概
況

■発行可能株式総数 25,000,000株
■発行済株式の総数 7,800,000株
 （自己株式216,922株を含む）

■株主数 8,894名
■大株主（上位10名）

■株式分布状況

775
381
376
248
199
175
142
141
129
129

10.22
5.02
4.96
3.27
2.62
2.30
1.87
1.86
1.71
1.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
第一生命保険株式会社
株式会社りそな銀行
中外炉工業関連企業持株会
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
株式会社錢高組
日本生命保険相互会社
株式会社山電器
株式会社みずほ銀行
中外炉工業従業員持株会

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
（千株未満は切り捨て表示）

32.76%
（24名）43.93%

（8,571名）

16.59%
（179名）4.60%（84名）

1.58%（33名） 0.54%（3名）

■ 金融機関
■ 国内法人
■ その他
■ 証券会社
■ 外国人
■ 個 人

所有者別

■ 10万株以上
■ 5万株以上
■ 1万株以上
■ 5千株以上
■ 1千株以上
■ 5百株以上
■ 1百株以上
■ 1百株未満

38.79%
（12名）

8.21%
（9名）

10.37%（4,998名）
所有株数別

0.53%（2,397名）

5.42%（705名）

6.86%（78名）
16.20%
（61名）

13.63%
（634名）
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会
社
概
要
／
株
主
メ
モ尾 崎 　 　 彰

根 来 　 茂 樹
新 谷 　 昌 徳
阪 田 　 　 守
長 濱 　 　 満
野 村 　 正 朗
佐 藤 　 　 良
辻 本 　 要 子

南 場 賢 一 郎
荒 木 　 俊 也
碩 　 　 省 三
ポール・チェン
桜 井 　 裕 二
木 本 　 康 之
城 月 　 照 憲
川 中 　 哲 也



中外炉工業はゼロエミ・チャレンジ企業です。
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